
別添１

調査の内容

（１）調査の目的

この調査は、民間企業（労働組合のない企業を含む。）における賃金・賞与の改定額、改定率、

賃金・賞与の改定方法、改定に至るまでの経緯等を把握することを目的としている。

なお、調査は昭和44年以降毎年実施しており、今回が第48回目に当たる。

（２）調査の範囲

調査の範囲は次のとおりである。

ア 地域

日本国全域

イ 産業

日本標準産業分類（平成25年10月改定）による次の15大産業

鉱業，採石業，砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、

運輸業，郵便業、卸売業，小売業、金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，専

門・技術サービス業、宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業、教育，学習

支援業、医療，福祉及びサービス業（他に分類されないもの）（生活関連サービス業，娯楽業

は、その他の生活関連サービス業の家事サービス業を除く。サービス業（他に分類されない

もの）は、外国公務を除く。）（以下「生活関連サービス業，娯楽業」及び「サービス業（他

に分類されないもの）」という。）

ウ 調査対象

主たる事業が上記イに掲げる産業に属する会社組織の民営企業で、製造業及び卸売業，小

売業については常用労働者30人以上を雇用する企業、その他の産業については常用労働者100

人以上を雇用する企業のうちから、産業別及び企業規模別に抽出する。

（３）調査事項

ア 企業に関する事項

企業の名称、本社の所在地、企業の全常用労働者数、企業の事業の内容又は主な製品、労

働組合の有無

イ 賃金の改定に関する事項

賃金の改定実施の有無、改定時期、定期昇給・ベースアップの実施状況、賃金カットの実

施状況、１人平均賃金の改定額、１人平均賃金の改定率、賃金の改定方式、労働組合との交

渉経過

ウ 賃金の改定事情に関する事項

賃金の改定の決定に当たっての重視要素

エ 賞与支給に関する事項

賞与支給状況及び決定方法、１人平均賞与支給額、１人平均賞与支給月数、労働組合から

の要求交渉

（４）調査の対象期間

平成28年１月から12月までの１年間。

（５）調査の実施時期及び方法

平成28年８月に郵送調査により実施する。

（６）調査機関

厚生労働省－調査対象企業

（７）集計方法

厚生労働省大臣官房統計情報部において集計を行う。



別添２

不明な点については、下記にご連絡ください。

（連絡先）

厚生労働省

賃金引上げ等の実態に関する調査担当

0001 0002 0003

◆ 上記所在地、会社名に誤りがある場合は、赤字で訂正をお願いします。

【 記入上の注意 】

１

２

３ 特に断りのない限り、 平成28年１月１日～12月31日 の１年間の状況について記入してください。

４ 回答欄は太枠で囲まれた欄です。

(1) 回答欄が 1 2 3 のような場合は、該当する番号を１つ選び○で囲んでください。

(2) 回答欄が 1 2 3 のような場合は、該当する番号をすべて○で囲んでください。

(3) 回答欄が のような場合は、最も重視したものを１つ選び◎印をつけ、そのほかに重視したもの

を２つまで選び◯印を付けてください。

５

６

７

８

電 話（ ） － （内線 ）

ＦＡＸ（ ） －

統計法に基づく一般統計調査

「１人平均賃金」とは、賃金改定の有無にかかわらず、全常用労働者で算出した労働者１人当たりの平均賃金で
す。

記
入
担
当
者

所
属
部
課
名

厚生労働省秘

この調査は、企業を単位として依頼しておりますので、 本社（本店）のほかに、支店、工場、出張所などの事業所が

あれば、それらも含めて回答してください。

番号

平成28年賃金引上げ等の実態に関する調査票

賃金引上げ等の実態に関する調査

この調査票は、統計上の目的以外に使用すること
はありませんので、ありのままを記入してください。

氏
名

整理

(

所
在
地

)
(

企
業
名

)

記入に当たっては、給与、会計、人事担当等、貴社の賃金改定の状況についてよく把握されている方が、記入してく
ださい。

回答欄の金額は小数点以下第１位を四捨五入して円単位で、率は小数点以下第２位を四捨五入して小数点第１

位まで、月数は小数点以下第３位を四捨五入して小数点第２位まで記入してください。

なお、本社（本店）以外の事業所にこの調査票が到着した場合は、お手数ですが本社（本店）の担当部署への回

送をお願いします。

シール添付

記入の終わった調査票は、同封の返信用封筒に入れ、平成28年８月20日までに返送してください。

倒産や他企業への吸収合併等により、調査票の記入が困難な場合は、その旨を調査票の余白に記入の上、同封
の返信用封筒に入れ、返送してください。

調査票の記入内容について、

照会させていただく場合があり

ますので、記入担当者の所属

部課名及び氏名の記入をお

願いします。

〒１００－８９１６

東京都千代田区霞が関１－２－２

電話 ０３（５２５３）１１１１（内線７６５３）

－１－
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【２頁参考】

問１

１） 常用労働者・・・

問２

２） 定期昇給・・・

３） ベースアップ（ベア）・・・

４） 諸手当・・・

５） ベースダウン・・・

６） 賃金カット・・・

役職定年、査定結果等により減額となった場合は、賃金カットには含めません。

育児等による短時間勤務の結果減額となった場合は、賃金カットには含めません。

７） １人平均賃金を引き上げた・引き上げる・・・

８） １人平均賃金を引き下げた・引き下げる・・・

９） 賃金の改定額を決定した日・・・

10）改定後の賃金の適用開始日・・・ ２頁裏参照

11）改定後の賃金の初回支払日・・・ ２頁裏参照

12） １人平均賃金の改定額、改定率・・・

１か月当たりの１人平均所定内賃金の改定額、改定率をいいます。

１人平均所定内賃金は、所定労働時間に対して支払われるものであり、諸手当等を含み、時間外・休日

手当や深夜手当等の割増手当、慶弔手当等の特別手当は含まれません。

詳細は、別紙 「１人平均賃金の改定額、改定率について」を参照してください。

賃金表等を変えずに、ある一定の期間につき、一時的に賃金（基本給、諸手当）を減額する場合をいい、役員報
酬のカットは含まれません。

労働組合がある場合は、賃金の改定額又は賃金の改定率について労使間で合意に達し実質的に決定した月日
を記入してください。
月日が正確にわからない場合は、月のみを記入し、日については（上旬・中旬・下旬）の別を○で囲んでください。
複数年協定（ベア等の主たる労働条件について２年以上の期間に渡って取り決めした労使の協定のことをいいま

す。）を結んでいる等（賃金の改定時期の延期を含む。）により本年は賃金改定についての話合いを行わなかった場
合は、「－」を記入してください。
なお、１～12月の期間内に２回以上「賃金の改定を行った・行う」場合には、最後に決定した月日を記入してくださ

い。 ただし、１～８月に賃金の改定を行い、かつ、９～12月に賃金の改定を予定している場合は１～８月の実績を
記入してください。

雇用期間を定めず雇用されている労働者をいいます。日雇労働者や季節労働者など雇用期間に定めのある労働
者のほか、雇用期間に定めがあって契約期間を更新している労働者は除きます。
また、以下の労働者も除いてください。ただし、イ）又はウ）の者でも、一般の労働者と同じよう勤務し、同じ給与規

則によって給与を受けている工場長などのような場合は常用労働者に含めます。
ア）事業主、社長 イ）理事、取締役などの役員 ウ）家族従業員

あらかじめ労働協約、就業規則等で定められた制度に従って行われる昇給のことで、一定の時期に毎年増額する
ことをいいます。年齢、勤続年数による自動昇給のほかに、能力、業績評価に基づく昇給があり、毎年時期を定めて
査定を行っている場合も含まれます。

賃金表（学歴、年齢、勤続年数、職務、職能などにより賃金がどのように定まっているかを表にしたもの）の改定に
より賃金水準を引き上げることをいいます。

次のような手当をいいます。
能率手当、生産手当、役付手当、特殊勤務手当、技能手当、技術手当、家族手当、扶養手当、通勤手当、住宅手

当、その他の手当などをいいます。
なお、時間外・休日手当や深夜手当等の割増手当や慶弔手当等の特別手当は、ここでいう「諸手当」には含まれ

ません。

賃金表の改定により賃金水準を引き下げることをいいます。

（５）の「１人平均賃金の改定額」が（－）マイナス又は（０）ゼロになる場合をいい、主にベースダウン等により「平均
所定内賃金」が改定前に比べて下がった・下がる場合をいいますが、定期昇給、ベア、諸手当の改定等を行ってい
ても、同時に賃金カットを行ったために、平均所定内賃金が改定前に比べて下がった・下がる又は変化しなかった
場合を含みます。定期昇給等により、所定内賃金が改定前に比べて上がった・上がる労働者がいても、企業の平
均所定内賃金が改定前に比べて下がった・下がる又は変化しない場合は該当します。

（５）の 「１人平均賃金の改定額」が（＋）プラスになる場合をいい、定期昇給、ベア、諸手当の改定等により、常用
労働者の所定内賃金（時間外・休日手当や深夜手当等の割増手当、慶弔手当等の特別手当は含みません。）の１
人平均（以下「平均所定内賃金」といいます。）が改定前に比べて上がった・上がる場合をいいますが、賃金カットな
どにより、所定内賃金が改定前に比べて下がった・下がる労働者がいても、企業の平均所定内賃金が改定前に比
べて上がった・上がる場合は該当します。

－１頁裏－
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質問中に 1)、 2) などの番号がふってある箇所は、左側のページに説明があります。

問１ 企業全体の常用労働者1)数（平成28年８月１日現在）、事業内容又は主たる製品名及び労働組合の有無について

お答えください。 ［すべての企業がお答えください。］

人 （平成28年８月１日現在）

問２ 平成28年１～12月の間の常用労働者の賃金の改定 についてすべての企業がお答えください。

賃金の改定には、定期昇給2)、ベースアップ（ベア）3)、諸手当4)の改定などによる賃金の引き上げの他に、ベースダウ

ン5)や賃金カット6)などによる賃金額の低下も含み、いずれかに1人でも該当者がいれば、賃金の改定を行った（又は行

う）としてください。したがって、「賃金の改定を行わない」とは１人も賃金の改定を行わなかった場合のみが該当します。

(1) 平成28年１～12月の間に賃金の改定を行いましたか。又は行いますか。

0201

(2) 賃金の改定時期（改定後の賃金の適用開始時期）はいつですか。

（該当する番号をすべて○で囲んでください。）

１

２

３

0202

(3) 賃金の改定額を決定した日
9)
はいつですか。

月 日（又は上旬・中旬・下旬）

(4) 改定後の賃金の適用開始日及び改定後の賃金の初回支払日はいつですか。

月 日 （又は前半・後半）
0204

月 日 （又は前半・後半）
0205

(5) 今年１～12月の間の賃金の改定額、改定率についてお答えください。

賃金の改定額には、賃金引き上げ該当者の金額を合計し、賃金引き下げがあれば、引き下げ該当者の金額を

合計し、それらを合算して全常用労働者数で平均してください。

なお、この間に複数回の賃金の改定がある場合（予定を含む。）は、合計の賃金の改定額、改定率を記入して
ください。

千

円

. ％

＊計算方法は、別紙 「１人平均賃金の改定額、改定率について」を参照してください。

あり

なし

改定後の賃金の初回支払日
11)

［(2)で１又は２を選択した企業がお答えください。］

0206

１

９～12月（予定・額決定）

１～８月（実績）

未定である

１人平均賃金を引き上げた・引き上げる7)

１人平均賃金を引き下げた・引き下げる8)

0102

２

１

４

２

0207

改定後の賃金の適用開始日10)

0203

１人平均賃金の改定額12)

１人平均賃金の改定率12)

９～12月（予定・額未定）

３

0101
労働組合
の有無

賃金の改定を
行った・行う

賃金の改定を行わない

企業全体の
常用労働者数

事業内容又は
主たる製品名

３のみを選択した企業は３ページの問３へ

(2)へ

３ページの問３へ

５ページの問６へ

定期昇給制度が ある企業は

３ページの問３（2）で うち数と

して定昇額、定昇率をご記入

ください。

－２－
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【２頁参考】

10） 改定後の賃金の適用開始日・・・

改定後の賃金が実際に給与計算に適用される最初の月日を記入してください。その際、賃金の改定額を

過去にさかのぼって適用する場合は、そのさかのぼって適用する月日を記入してください。月日が正確にわ

からない場合は、月のみを記入し、日については（前半・後半）の別を○で囲んでください。

11） 改定後の賃金の初回支払日・・・

からない場合は、月のみを記入し、日については（前半・後半）の別を○で囲んでください。（賃金の改定額を

過去にさかのぼって適用する場合は、その差額の支給月日を記入してください。）

なお、「改定後の賃金の初回支払日」が「賃金の改定額を決定した日」や「改定後の賃金の適用開始日」よ

りも前になることはありません。

【３頁参考】

13） 管理職・・・

管理職の範囲については、貴社の規定に従ってください。一般職は管理職以外の常用労働者とします。

14） 定期昇給制度あり・・・

毎年一定の時期に昇給する可能性のある常用労働者が1人でもいる場合は「定昇制度あり」としてください。

能力、業績評価に基づき毎年時期を定めて審査を行っている場合も、昇給する可能性のある常用労働者が

１人でもいる制度は含まれます。

なお、査定を行った結果昇給する常用労働者がいない場合は「定昇制度あり－定昇を行わなかった」と

してください。

15） 1人平均定期昇給額、昇給率・・・

問２（5)の「１人平均賃金の改定額」、「１人平均賃金の改定率」のうち数として記入してください。

賃金カットも行った場合は、賃金カット分を差し引かない定昇額、定昇率を記入してください。

16） 賃金カットの対象者・・・

賃金カットの対象者には役員は含まれません。ただし、一般の労働者と同じように勤務し、同じ給与規則に

よって給与を受けている工場長などのような場合は対象者に含めます。

役職定年、査定結果等により減額となった労働者は、賃金カットの対象者に含まれません。

育児等による短時間勤務の結果減額となった労働者は、賃金カットの対象者に含まれません。

17） 基本給の減額・・・

賃金カットの内容が、ある一定の期間につき、一時的に基本給を減額する場合をいいます。

18） 諸手当の減額・・・

半恒久的に諸手当を減額する場合は含みません。

賃金カットの内容が、ある一定の期間につき、一時的に諸手当を減額する場合をいい、制度改定などにより

賃金の改定が決定した後に初めてその賃金が実際に支給された月日を記入してください。月日が正確にわ

なお、１～12月の期間内に２回以上「賃金の改定を行った・行う」場合には、９）と同じ要領で記入してくだ

さい。

－２頁裏－
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問３ 定期昇給（定昇）制度及び賃金カットについてお答えください。

(1) 定昇制度がありますか。ある場合は、管理職13)・一般職それぞれについて、今年の実施状況をお答えください。

また、定昇とベア等（ベースアップ及びベースダウン）を区別していますか。区別している場合は、今年のベア等

の実施状況をお答えください。

一部の常用労働者に対してのみベアを行った・行う場合でも、ベアを行った・行うとしてください。

①管理職

定昇を行った・行う ベアを行った・行う

定昇を行わなかった・行わない

定昇を延期した ベースダウンを行った・行う

定昇制度なし 定昇とベア等の区別なし

②一般職

定昇を行った・行う ベアを行った・行う

定昇を行わなかった・行わない

定昇を延期した ベースダウンを行った・行う

定昇制度なし 定昇とベア等の区別なし

0304

［(2)から問４は、今年（平成28年）１～12月の賃金の改定額が決定している（問２（2）で１又は２を

選択した）企業がお答えください。それ以外の企業は問５へお進みください。］

(2) １人平均賃金の改定額、改定率のうち、定昇制度に基づく定昇額、定昇率についてお答えください。

千

円

. ％

(3) 賃金カット（基本給、諸手当の減額）を行いましたか。

行った・行う

0307

(4) 賃金カットの対象者16)は誰ですか。管理職と一般職それぞれについて賃金カットの内容についてもお答えくだ

さい。「賃金カットの内容」については該当する番号をすべて○で囲んでください。

一部

全員 基本給の減額17)を行った・行う

対象者なし 諸手当の減額18)を行った・行う
0308

一部

全員 基本給の減額17)を行った・行う

対象者なし 諸手当の減額18)を行った・行う
0310

定期昇給制度の有無と実施状況 定昇とベア等の区別の有無とベア等の実施状況

定昇制度

あり14)

１
定昇と

ベア等の
区別あり

１

２ ベアを行わなかった・行わない ２

３ ３

0305

0306

４ ４

0301 0302

４

１人平均賃金の改定額のうち １人平均定昇額15)

１人平均賃金の改定率のうち １人平均定昇率15)

0303

４

定期昇給制度の有無と実施状況

定昇と
ベア等の
区別あり

定昇とベア等の区別の有無とベア等の実施状況

定昇制度

あり14)

１

ベアを行わなかった・行わない２

３

１

２

３

賃金カットの内容

１

２

0311

0309

一般職

１

管理職

１

２

２

３

３ ２

問４ へ

賃金カット6)の有無

賃金カットの内容

賃金
カット
を

１

１

行わなかった
・行わない

２
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【４頁参考】

問４

19） 個別賃金方式・・・

学歴、年齢、勤続年数、職種、熟練度等の種々の条件について特定の属性を設定した労働者、例え

ば「高校卒、35歳、勤続17年」について、これを基準として労働者全体の賃金の改定が行われる方式

をいいます。

20） 平均賃上げ方式・・・

労働者１人平均（基準）賃金について、これを基準として労働者全体の賃金の改定が行われる方式を

いいます。

問５

21） 今年の賃金の改定の決定・・・

個人の能力・業績評価による個人の賃金の改定は含みません。

22） 上位企業、同格企業・・・

上位企業、同格企業の判断は、原則として売上高や従業員数などによってください。

賃金制度の見直しにより賃金が改定された企業は、見直しの際に重視した要素を、賃金の改定を行
わない企業は、賃金の改定を行わないと決めた際に重視した要素を記入してください。
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問４ 賃金の改定方式について

賃金の改定方式は、どのような方式を採用しましたか。

個別賃金方式19)

個別賃金方式及び平均賃上げ方式20)の両方式

平均賃上げ方式

そ の 他
具体的に記入願います。 ＊ 個別賃金方式、平均賃上げ方式のどちらにも

当てはまらない場合は、その他 4 に○を付け
〔 〕に記入をしてください。

問５ 今年の賃金の改定の決定21)の際に、企業全体としては、どのような要素を重視しましたか、又は重視しますか。

（最も重視したものを１つ選び◎印を付け、そのほかに重視したものを２つまで選び○印を付けてください。なお、個人の能力

や個人の業績評価によって賃金の改定を行い、改定の際に企業全体として重視した要素のない企業は「重視した要素はない」

のみに◎印を付けてください）

①

0502 0503

②

0501

具体的に記入願います。

0504

１

その他

３

４

0401

２

他産業の企業

同一地域企業

系列企業

同一産業上位企業22)

同一産業同格企業22)

３

前年度の改定実績 どのような企業の賃金状況を参考に、世間相場を重視しましたか、又
は重視しますか。

その他
（最も重視したものを１つ選び◎印を付け、そのほかに

重視した要素はない 重視したものを２つまで選び○印を付けてください。）

親会社又は関連（グルー
プ）会社の改定の動向

どちらともいえない ３ 実績、見込みとも

１

労使関係の安定 悪い ２ 見込み ２

物価の動向 良い １ 実 績

雇用の維持 （それぞれ該当する番号を1つ選び○で囲んでください。)

労働力の確保・定着 企業の業績評価 判断に当たって重視したもの

企業の業績 「企業の業績」はどのような状況にあると評価し、賃金の改定の決定
に当たりましたか。また、その判断に当たり、実績若しくは見込みを重
視しましたか、又は重視しますか。世間相場

－４－

SA
MP
LE



【５頁参考】

問６

23) １人平均賞与支給額・・・

全常用労働者の賞与支給額の総和を常用労働者数で除したものをいいます。

ただし、年俸制の常用労働者は除いてください。

24) １人平均賞与支給月数・・・

１人平均賞与支給額を１人平均所定内賃金で除したものをいいます。

賞与の算定期間ではなく、支給された賞与が所定内賃金の何か月分に相当するかを記入してください。

25) 未 定・・・

今年の夏の賞与（ボーナス）を支給するかどうか未定の場合をいいます。

26) 業績連動式・・・

一定のシステムや算定式に基づき、部門・企業全体などの組織の業績や個人の業績に応じて

賞与を決定する方式をいいます。

問７

27） 要求額・・・

原則として１か月当たりの１人平均所定内賃金の改定額としてください。ただし、個別賃金方式

などにより、この方法とは別の方法によって要求額を算出している場合で、上記のような方法が著しく

困難な場合には、それによってください。

いを行った年のみ、１年分の金額に換算して12分の１を「要求額」に記入してください。

ただし、具体的な要求額に賃金体系維持分（定昇分）を含む場合は、その定昇分を含む要求額を

記入してください。

28) 賃金体系維持・・・

ベアの要求を見送り、定期昇給分（定期昇給制度がない企業では、定期昇給相当分）を確保すること

をいいます。「賃金カーブの維持」ともいいます。

定期昇給確保を要求し、具体的な要求額を示さなかった場合のみ該当します。

また、労働組合との間で複数年協定等を結んでおり、賃金改定について話合いを行った場合は、話し合
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[すべての企業がお答えください。]

(1) 昨年の冬（平成27年9月～平成28年2月）の賞与（ボーナス）を支給しましたか。支給した場合は支給額、

月数についてもご記入ください。

（期間内に複数回支給した場合は、合計をお答えください。）

支給した
0602

１人平均賞与支給額
23)

千

円

支給していない
0603 １人平均賞与支給月数

24)

．

(2) 今年の夏（平成28年3月～8月）の賞与（ボーナス）を支給しましたか。支給した又は支給する場合は支給額、

月数についてもご記入ください。

千

今年の夏の賞与支給額は、どのようにして決めましたか。

業績連動式
26)

労使交渉

そ の 他

具体的に記入願います。

0607

[以下は労働組合がある企業がお答えください。]

問７ 労働組合からの今年の賃上げ要求交渉についてお答えください。

(1) 労働組合からの賃上げ要求交渉がありましたか。

あった場合は、賃上げ要求日はいつでしたか。また、どんな要求内容でしたか。

要求内容が「具体的な賃上げ額を要求」の場合は、要求額
27)
についてもご記入ください。

あ り

な し 問８へ 月 日 （又は前半・後半）

具体的な賃上げ額を要求
千

円

賃金体系維持
28) 0704

２

0703

１

２

賃上げ要求
交渉の有無

0701

要 求 内 容

１

要 求 額

要 求 月 日

３

0604

か月
0606

'0702

未定
25)
である ４ １

２

支給する（額決定）

支給するが額は未定 ２ 1人平均賞与支給月数

支給しない ３

0605

問６ 昨年の冬（平成27年）の賞与（ボーナス）と今年の夏（平成28年）の賞与（ボーナス）の支給状況についてお答えください。

昨年の冬の賞与

．

昨年の冬の賞与支給額、月数をご記入ください。

１

２ か月

0601

今年の夏の賞与
今年の夏の賞与支給額、月数をご記入ください。
（期間内に複数回支給した場合は、合計をお答えください。)

支給した又は
１ １人平均賞与支給額 円

労働組合のない企業は以上で記入は終わりです。ご協力ありがとうございました。

調査票の記入が終わりましたら、同封の返信用封筒をご使用のうえ、平成28年８月20日までにご提出ください。
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【６頁参考】

29） 妥結額・・・

１か月当たりの組合員１人平均妥結額を記入してください。なお、定期昇給その他が妥結額の初回

支払日と別の時期に行われた場合には（ ）を付し、外数（妥結額に含まない数）で併記してください。

マイナスの場合は数値の前に「△」をつけてください。

一時金（夏季及び年末の賞与（ボーナス）とは別）を支給することで妥結した場合には、１人平均の一

時金支給額の12分の１を妥結額に加算してください。

また、２回以上に分けて賃金の改定をする妥結をした場合には、それぞれを合わせた合計額を記入

してください。

なお、定期昇給、ベア等を実施しなかった場合は、妥結額を記入しないでください。また、妥結後、
賃金カットを行った場合は、賃金カット分を含めないで記入してください。

30） 賃金改定率・・・

妥結額による賃金改定率をいいます。原則として、妥結前の組合員平均所定内賃金（賃金カットを含

まない額）に対する妥結額の割合（百分率）としてください。

（賃金改定率＝妥結額÷妥結前の組合員平均所定内賃金×100）

マイナスの場合は数値の前に「△」をつけてください。

31) 賃金の改定を行わない・・・

全常用労働者の賃金を据え置くことで、定期昇給、ベア、ベースダウン、諸手当の改定、賃金カット

などによる一切の賃金の改定を行わないことをいいます。

問８

32) 年間臨給状況・・・

① 各期型・・ その年の夏の賞与交渉においては夏の賞与（ボーナス）、冬の賞与交渉においては

冬の賞与（ボーナス）をそれぞれ決定している企業です。

② 夏冬型・・ 夏の賞与交渉の際に、その年の冬の賞与（ボーナス）を併せて決定している企業です。

③ 冬夏型・・ 冬の賞与交渉の際に、翌年の夏の賞与（ボーナス）を併せて決定している企業です。

④ その他・・ 上記以外の企業です。

労働組合との間に複数年協定等を結んでいる企業で、賃金改定について話合いを行った場合は、
「妥結額」は１年分の金額に換算して12分の１を記入してください。
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(2) 妥結しましたか。

妥結した

妥結していない

0705

(3) どのような妥結内容でしたか。また、妥結内容が「具体的な賃上げ額を回答」又は「具体的な賃下げ額

を回答」の場合は、妥結額
29)
及び賃金改定率

30)
についてもご記入ください。

0707

具体的な賃上げ額を回答
千

円

具体的な賃下げ額を回答 賃金改定率 ％

賃金体系維持
0708

賃金の改定を行わない
31)

0706

問８ 労働組合からの、昨年の冬の賞与と今年の夏の賞与の要求交渉についてお答えください。

(1) 昨年の冬の賞与と今年の夏の賞与のどちらか

(2) 年間臨給状況
32)
（夏・冬の賞与（ボーナス）を

あ り 交渉し、決定する方式）をお答えください。

な し

0801
各期型

これで調査は終わりです 夏冬型

冬夏型

その他

(3) 昨年の冬（平成27年9月～平成28年2月）の賞与（ボーナス）について、労働組合の要求額・要求月数をご記入

ください。どちらか一方のみ要求があった場合は、要求のあった方を記入してください。

組合員１人平均要求額
千

円 ． か月

0803 0804

(4) 今年の夏（平成28年3月～8月）の賞与（ボーナス）について、労働組合の要求額・要求月数をご記入ください。

どちらか一方のみ要求があった場合は、要求のあった方を記入してください。

組合員１人平均要求額
千

円 ． か月

0805 0806

［(2)で１又は４と答えた企業はこれで調査は終わりです。(2)で2又は３と答えた企業は（5）にお答えください。］

(5) 夏冬型及び冬夏型それぞれ1年間の賞与（ボーナス）について、労働組合の賞与要求額・要求月数をご記入

ください。また、要求交渉の結果妥結した年間の妥結額、妥結月数についてもご記入ください。額・月数のどち

らか一方のみ要求及び妥結した場合は、要求及び妥結した方をご記入ください。

組合員１人平均年間要求額
千

円 ． か月

0807 0808

組合員１人平均年間妥結額
千

円 ． か月

0809 0810

ご協力ありがとうございました。調査票の記入が終わりましたら、同封の返信用封筒を

ご使用のうえ、平成28年８月20日までにご提出ください。

．

年間要求月数

年間妥結月数

又は双方の要求交渉を行いましたか。

１

２

２ 年間臨給状況

１

２

３

４

要求月数

要求月数

0802

妥 結 の 有 無

妥 結 内 容

賞与要求交渉
の有無

１ 妥結額

２

３

４

１

(5)へ

問８へ

(3)へ

(3)へ
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参考「広報原稿」

「賃金引上げ等の実態に関する調査」にご協力ください。

厚 生 労 働 省

厚生労働省では、「平成 28 年賃金引上げ等の実態に関する調査」を実施します。

この調査は、民間企業における賃金・賞与の改定額、改定率、賃金・賞与の改定

方法、改定に至るまでの経緯等を把握することを目的として、主要産業に属する会

社組織の民営企業で、製造業及び卸売業，小売業については常用労働者 30 人以上、

その他の産業については常用労働者 100 人以上を雇用する企業のうちから産業別及

び企業規模別に抽出した約 3,500 企業を対象とし、毎年 1 月から 12 月までの 1 年間

の常用労働者の賃金改定について調査するものです。

調査の結果は、最低賃金決定のための中央最低賃金審議会（目安に関する小委員

会）で利用されているほか、労働経済白書をはじめとする賃金分析等において広く

活用されているほか、社会的関心も高く、非常に重要な調査となっております。

対象になった企業におかれましては、調査の趣旨、重要性をご理解いただき、何

卒調査にご協力いただきますようお願い申し上げます。



別添３

【調査票 問２ １人平均賃金の改定額、改定率について 】

「１人平均賃金の改定額（以下「賃金の改定額」）」とは、原則として１か月当たりの１人平均所定内賃

金（以下「平均所定内賃金」）の、改定前（賃金カットを行った場合は賃金カット前の額）との差額としま

す。

「１人平均賃金の改定率（以下「賃金の改定率」）」とは、原則として賃金の改定額の、改定前の平均所

定内賃金（賃金カット前の額）に対する百分率（パーセンテージ）とします。

（注１）賃金の改定額、賃金の改定率は、原則として賃金の改定を行わなかった労働者も含めた全常用労働者で算

出してください。（具体的な計算例は、下記＜参考＞を参照してください。）

（注２）労使の協定で上記の方法とは別の方法によって、賃金の改定額、改定率を算出している場合（例えば、組

合要求提出時の平均ベースを基にして、賃金の改定額、改定率を決定するなど）で、上記のような算出が困

難な場合には、それによってください。

（注３）労働組合との賃上げ交渉で、具体的な金額ではなく、「賃金体系維持」で妥結した場合も、賃金の改定額、

改定率を算出の上、記入してください。

（注４）個別賃金方式により賃金の改定を行った場合においても、「賃金の改定額」「賃金の改定率」を記入してく

ださい。

賃金カット（基本給、諸手当の減額）を行った（又は行う）企業は、以下の説明もお読みください。

賃金カットを行った場合、「賃金の改定額」は、定期昇給、ベースアップ等（諸手当の改定を含む。）による１人平均増減

額から賃金カットによる１人平均賃金の減少額を差し引いた額とします。

なお、昨年から引き続き賃金カットを行っており、本年内も継続もしくはさらなる賃金カットを行った場合は、昨年の賃

金カットを行う前の額と本年の賃金カット後の額により賃金の改定額、改定率を算出してください。

また、賃金カットなどで賃金が減額になる場合には、賃金の改定額、改定率の数字の前には、マイナス符号（△）を付し

て記入してください。

上記の算出額がプラス（＋）の場合には、問２(1)は「賃金を引き上げた・引き上げる」、マイナス（－）

の場合には、「賃金を引き下げた・引き下げる」の欄に回答してください。

また、ゼロ（０）の場合には、問２(1)は「賃金を引き下げた・引き下げる」の欄に回答し、問２(5)の

「１人平均賃金の改定額」欄には『０』（円）、「１人平均賃金の改定率」欄には『０．０』（％）と記入し

てください。

常用労働者が４人（Ａ､Ｂ､Ｃ､Ｄ）いて、賃金の改定前後のそれぞれ１か月当たりの所定内賃金（以下

「所定内賃金」）を計算する場合は、以下①～④のとおりとなる。

① 賃金の改定前の平均所定内賃金を算出する。

〔全常用労働者の改定前の所定内賃金の総和を常用労働者数で除す。〕

（200,000＋250,000＋300,000＋350,000）＝ 1,100,000

1,100,000 ÷ ４ ＝ 275,000（円）・・・(改定前の所定内賃金)

② ①と同様に、賃金の改定後の平均所定内賃金を算出する。

〔全常用労働者の改定後の所定内賃金の総和を常用労働者数で除す。〕

（210,000＋270,000＋330,000＋350,000）＝ 1,160,000

1,160,000 ÷ ４ ＝ 290,000（円）・・・(改定後の所定内賃金)

③ ②で算出した賃金の改定後の平均所定内賃金から①で算出した改定前の平均所定内賃金を引いた

差額が「１人平均賃金の改定額」となる。

290,000 － 275,000 ＝ 15,000（円）・・・（１人平均賃金の改定額）

④ ③で算出した差額を①で算出した賃金の改定前の平均所定内賃金で除した値が、「１人平均賃金の

改定率」となる。

15,000 ÷ 275,000 × 100 ≒ 5.5（％）・・・（１人平均賃金の改定率）

常用

労働者

所定内賃金（単位：円）

改定前 改定後

Ａ 200,000 210,000

Ｂ 250,000 270,000

Ｃ 300,000 330,000

Ｄ 350,000 350,000

別 紙

＜参考＞１人平均賃金の改定額、改定率の計算例

※ 改定前の所定内賃金は、
賃金カットを行う前の額とする。
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別添３

謹啓 時下ますます御清栄のこととお慶び申し上げます。

厚生労働省が実施しております各種統計調査につきましては、平素から御協力を賜

り厚く御礼申し上げます。

当省では、毎年「賃金引上げ等の実態に関する調査」を実施しております。この調

査は、賃金・賞与の改定額及び改定率、賃金・賞与の改定方法、改定に至るまでの経

緯等を把握することを目的として実施するものです。

賃金の改定は、企業経営のみならず、雇用や消費など、国民経済との関連からも注

目されており、本調査の結果は厚生労働行政に関する施策の基礎資料として、ますま

す重要なものとなっております。

つきましては、御多忙のところ誠に恐縮ですが、本調査の趣旨を御理解の上、「平成

28年賃金引上げ等の実態に関する調査」に御協力賜りますようお願い申し上げます。

併せて、御記入いただきました調査票は、同封の返信用封筒にて、平成28年８月20

日（土）までに御返送くださいますよう重ねてお願い申し上げます。

なお、本調査は統計法に基づく一般統計調査として実施しており、御返送いただき

ました調査票は、統計以外の目的に用いることは絶対にございませんので、ありのま

まに御記入をお願いいたします。

また、平成27年調査の結果の要旨を同封いたしましたので、参考にしていただけれ

ば幸甚に存じます。

謹白

平成28年７月

事 業 主 各 位

厚生労働省
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平成２７年賃金引上げ等の実態に関する調査結果の要旨

厚 生 労 働 省 発 表

平成２７年１２月３日

◆ １人平均賃金を引き上げる企業の割合は、８５.４％で、前年に比べ

１.８ポイント上昇

平成２７年中に１人平均賃金を引き上げた又は引き上げる企業は、８５.４％で、

前年に比べ１.８ポイント上昇した。

83.6

85.4

2.1

1.2

9.7

8.4

4.6

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年

平成27年

第１図 賃金の改定の実施状況別企業割合
実施しない

１人平均賃金を引き上げる

１人平均賃金を引き下げる 未定

平成2７年の１人平均賃金の改定額（常用労働者数による加重平均）は ５,２８２円（前

年 ５,２５４円）で、前年を上回り、改定率の平均も 1.９％（同 1.８％）で、前年より

上昇している。
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第２図 １人平均賃金の改定額及び改定率の推移（加重平均）

賃金の改定額（左目盛）

賃金の改定率（右目盛）

（％）（％）（％）（円）

1.9%

5,282円

注） 賃金の改定を実施又は予定していて額も決定している企業及び賃金の改定を実施しない企業についての数値である。

◆ １人平均賃金の改定額は前年より増加し、改定率も前年より上昇

別添３
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◆ 賃金の改定の決定要素として「企業の業績」を最も重視する企業の割合は、

約５割

賃金の改定を実施又は予定していて額も決定している企業について、賃金の改定の決定

に当たり最も重視した要素をみると、「企業の業績」をあげた企業が ５２.６％、次いで「労

働力の確保・定着」が ６.８％ となっている。
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第３図 賃金の決定に当たり最も重視した要素別企業割合の推移
（％）

（年）

企業の業績

世間相場

雇用の維持

労使関係

の安定
労働力の確保・定着

◆ 本調査の詳細な結果は、厚生労働省ホームページの｢統計情報・白書｣ → ｢各種統計調査｣

→ ｢厚生労働統計一覧｣の｢８．賃金｣ → ｢８．２．賃金改定｣ →｢賃金引上げ等の実態に関

する調査｣に掲載されています。

（厚生労働省ＨＰアドレス：http：//www.mhlw.go.jp）

注 1) 時系列における主要な要素について表示したものである。

2) ｢雇用の維持」は、平成 14 年から調査している。SA
MP
LE


